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01 労働力確保と雇用対策

基本計画② 01

項 01 目 01予 算 事 業 名 会計コード 01 款 05

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

企業の持続的な発展、活性化には若手を含め安定した人材確保が求められますが、全国的な労働力不足、求職活動の
広域化や情報化等を受けて、積極的な対応が必要となっています。さらに、若年層の早期離職、非正規雇用労働者の
待遇改善、雇用のミスマッチ等の問題も顕在化しています。これらを踏まえ、若年無業者や年齢等を理由に働く機会
が制限されやすい求職者、非正規雇用労働者など、様々な人材の円滑な就業や待遇改善に向けた各種支援とともに、
仕事と家庭を両立させることができる働きやすい環境づくりが求められています。

事業 03就労支援事業費（H31から労働力確保・雇用対策事業費）

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

求職者及び就職者等、茅野市労務対策協議会参画事業所、市内事業所等

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 05020207

事務事業名 労働力確保・雇用対策事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 07

担 当 部 署 産業経済部 商工課 商業労政係 連絡先 434

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

04

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

労働力確保と雇用対策

実行計画 07 労働力確保と雇用対策産業振興ビジョン

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

高
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

労働力確保と雇用対策のために、茅野市労務対策協議会への補助や新入社員歓迎大会・諏訪地域合同就職説明会開催
など労務対策の連携、地域職業相談室（ふるさとハローワーク）の設置や相談事業等諏訪公共職業安定所（ハロー
ワーク諏訪）や長野県若年者就業サポートセンター等と求職・就職相談等連携、雇用促進奨励金やインターンシップ
促進事業補助金等の交付を行う。また、平成３１年度から、市内製造業の人材確保のため、製造業労働力緊急確保事
業を創設し補助金の交付行う。

茅野市労務対策協議会、市内事業所、求職者及び就職者等

意 図
（どんな状態にしたいか）

労働力確保と雇用対策が図られる。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

茅野市労務対策協議会への補助金交付や新入社員歓迎大会・諏訪地域合同就職説明会開催等、地域職業相談室（ふる
さとハローワーク）の設置や長野県若年者就業サポートセンター等と連携し相談事業の開催、ハローワーク求人一覧
表等ホームページでの情報提供、雇用促進奨励金やインターンシップ促進事業補助金、製造業労働力緊急確保事業補
助金等の交付を行う。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

諏訪地域合同就職説明会等の開催支援

変更

履歴

開催数 回
諏訪地域合同就職説明会等の開催回数（各
年度）

6

求人情報等の提供等支援 情報提供回数 回 ホームページでの情報提供回数（各年度） 52

最終目標値

諏訪地域合同就職説明会等の参加者
諏訪地域合同就職説明

会等参加者数
人 500

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

諏訪地域合同就職説明会等の参加者の数
（各年度）

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

地域職業相談室の相談者
地域職業相談室相談者

数
人 8,000

変更

履歴

地域職業相談室の相談者の数（各年度）

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 6,594,102 6,817,766 9,987,000

県 支 出 金 円

国 庫 支 出 金 円

その他特定財源 円

地 方 債 円

実績 7 5 

活
動
指
標

開催数

目標
回

5 5 5 

一 般 財 源 円 6,594,102 6,817,766 9,987,000

財

源

内

訳

－　達成率 ％ 140.00 100.00 －　 －　

52 52

目標
回

52 52 52

実績

実績

－　 －　

－

目標
－

情報提供回数
達成率 ％ 100.00 100.00 －　

実績 514 316

－　

成
果
指
標

諏訪地域合同就職説明
会等参加者数

目標
人

500 500 500

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

地域職業相談室相談者
数

目標
人

8,000 8,000 8,000

実績

達成率 ％ 102.80 63.20 －　 －　

6,095 6,181
達成率 ％ 76.19 77.26 －　 －　 －　

備

考

施策の
柱CD

0701

0701

0701

計画名称

産業振興ビジョン

産業振興ビジョン



事務事業名 労働力確保・雇用対策事業 事業期間 年度 係内番号～ 07

担 当 部 署 産業経済部 商工課 商業労政係 連絡先 434

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

H30年度は、就職説明会等
の開催時期の見直しや回数
増により、就職説明会等参
加者数が514人となり、前年
度の444人と比べ、70人の増
となった。また、恒常的な人
手不足、売手市場等により、
地域職業相談室相談者数が
6,095人となり、前年度の
8,005人と比べ、1,910人の減
となった。

新型コロナウイルス感染症
の影響で、中止となった、
就職説明会があったことな
どにより、参加者数が減少
した。
地域職業相談室相談者数
が6,181人となり、前年度と
比べ、86人の増となり、増
加傾向にある。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

諏訪地域合同就職説明会
の開催や地域職業相談室
の設置、茅野市労務対策
協議会への支援、雇用促
進奨励金等労働力確保・
雇用対策事業は、労働力
の確保と雇用対策につな
がっている。

諏訪地域合同就職説明会
の開催や地域職業相談室
の設置、茅野市労務対策
協議会への支援、雇用促
進奨励金等労働力確保・
雇用対策事業は、労働力
の確保と雇用対策につな
がっている。

課
　
題

生産年齢人口の減少等か
ら引続き労働力不足が全
国的な課題となっており、
効果的な事業実施が課題
である。

新型コロナウイルス感染症
の影響により、地域経済や
雇用環境の悪化が懸念さ
れる。

現状維持

拡充 現状維持翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

最終評価年月日 令和元年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 牛山重喜 五味利夫

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

既存事業を周知・推進とと
もに、今年度創設した製造
業労働力緊急確保支援事
業等を実施していく。また、
製造業労働力緊急確保支
援事業は、翌年に就労居
住継続奨励金が条件によ
り支給されることから、実
績に応じてコストの拡大が
考えられる。

インターンシップ促進事業
補助金、製造業労働力緊
急確保事業補助金等、令
和２年度から既存事業の
見直しを行ったので、関係
機関と連携し、各種広報媒
体により、周知等をした
い。

拡大

最終評価責任者 上田佳秋 牛山重喜
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2
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01 勤労者の福利事業の充実

基本計画② 01

項 01 目 01予 算 事 業 名 会計コード 01 款 05

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

労働組合が未組織であったり、個人事業主といった市内の小規模事業所等に勤務する従業員や中小企業の従業者等勤
労者の福利向上や福祉の増進、生活の安定、経済的地位の向上、市内中小企業の振興を図る必要がある。

事業 02勤労者福利厚生等支援事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

市内の中小企業等で働く勤労者

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 05020206

事務事業名 勤労者福利厚生等支援事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 06

担 当 部 署 産業経済部 商工課 商業労政係 連絡先 434

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

04

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

勤労者の福利事業の充実

実行計画 07 勤労者の福利事業の充実産業振興ビジョン

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

高
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

市内の中小企業等で働く勤労者等の福利向上や福祉の増進、生活の安定、経済的地位の向上、市内中小企業の振興等
を図るため、茅野市勤労者互助会の福利厚生事業や運営の支援や中小企業退職金共済掛金補助、勤労者生活資金融資
等を行い支援する。

茅野市勤労者互助会、市内の中小企業等、市内の中小企業等で働く勤労者

意 図
（どんな状態にしたいか）

市内の中小企業等で働く勤労者の福利向上や福祉の増進、生活の安定、経済的地位の向上、市内中小企業の振興等が
図られる。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

茅野市勤労者互助会補助金や中小企業退職金共済掛金補助金の交付、勤労者生活資金融資等を行う。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

茅野市勤労者互助会の補助金交付等運
営支援

変更

履歴

補助金交付額 円 補助金交付の額（各年度） ※

最終目標値

茅野市勤労者互助会加入事業所 加入事業所数 事業所 40

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

茅野市勤労者互助会加入事業所の数（各年
度末）

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

茅野市勤労者互助会加入者 加入者数 人 400

変更

履歴

茅野市勤労者互助会加入者の数（各年度
末）

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）

項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 71,864,400 71,929,600 72,014,000

県 支 出 金 円

国 庫 支 出 金 円

その他特定財源 円 70,000,000 70,000,000 70,000,000

地 方 債 円

実績 1,000,000 1,000,000 

活
動
指
標

補助金交付額

目標
円

一 般 財 源 円 1,864,400 1,929,600 2,014,000

財

源

内

訳

－　達成率 ％ －　 －　 －　 －　

目標
－

実績

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

実績 36 36

－　

成
果
指
標

加入事業所数

目標
事業所

40 40 40

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

加入者数

目標
人

400 400 400

実績

達成率 ％ 90.00 90.00 －　 －　

429 421
達成率 ％ 107.25 105.25 －　 －　 －　

備

考

※最終目標値は、本事業に馴染まないため設定しない。

施策の
柱CD

0702

0702

0702

計画名称

産業振興ビジョン

産業振興ビジョン



事務事業名 勤労者福利厚生等支援事業 事業期間 年度 係内番号～ 06

担 当 部 署 産業経済部 商工課 商業労政係 連絡先 434

2022年度

成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

H30年度は、事業所への
周知や加入相談等による
大口の加入事業所があり、
加入事業所数が36事業
所、加入者数が429人とな
り、前年度の37事業所、
345人と比べ、1事業所の
減ではあるが、84人の会
員増となった。

令和元年度は、加入事業
所数が36事業所、加入者
数が421人となり、事業所
数は前年度と同数、加入
者数は8人の減となった。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

茅野市勤労者互助会補助
金等勤労者福利厚生等支
援事業により、市内の中小
企業等で働く勤労者等の
福利向上や福祉の増進、
生活の安定が図られる。

茅野市勤労者互助会補助
金等勤労者福利厚生等支
援事業により、市内の中小
企業等で働く勤労者等の
福利向上や福祉の増進、
生活の安定が図られる。

課
　
題

茅野市勤労者互助会は会
員数が増加したので、安定
した事業運営が維持できる
ように、会費とサービスの
バランスが課題となってい
る。

茅野市勤労者互助会は会
員数が増加したので、安定
した事業運営が維持できる
ように、会費とサービスの
バランスが課題となってい
る。

現状維持

現状維持 現状維持翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

最終評価年月日 令和元年5月17日 2020年7月3日

作成担当者 牛山重喜 五味利夫

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

茅野市勤労者互助会につ
いては、会員数が増加した
ので、会費とサービスのバ
ランス等事業の適正化を
検討していただき、安定し
た事業運営を図ってもらう
必要がある。
また、引続き市内中小企業
の勤労者の福祉向上等や
中小企業の振興を図って
いく必要がある。

茅野市勤労者互助会につ
いては、昨年度から会員数
が増加したので、会費と
サービスのバランス等事業
の適正化を検討していただ
き、安定した事業運営を
図ってもらう必要がある。
また、引続き市内中小企業
の勤労者の福祉向上等や
中小企業の振興を図って
いく必要がある。

現状維持

最終評価責任者 上田佳秋 牛山重喜


